
琴浦町燃油・エネルギー価格高騰対策
事業者交付金

燃料費、電気代、ガス料金（以下「燃料費等」）の高騰の影響を
受けた会社、個人事業主等の事業継続を交付金により支援します。

年間売上規模（税抜き） 交付額※1 加算額※2

１千万円未満    ５万円

２０万円
１千万円以上～５千万円未満 １５万円

５千万円以上～１億円未満 ２０万円

１億円以上  ３０万円
※１ 令和３年９月３０日以降に起業した方については５万円
※２ 令和４年４月～１２月のいずれかの１か月の燃料費等の支払額の合計額

が１００万円以上の場合は交付額に２０万円を加算

琴浦町内に事業所や店舗のある会社、個人事業主等
（農業、林業、漁業を主たる事業として営む者、医療、福祉を主たる事業
 として営む者は対象外）

対 象 者

● 令和３年４月～令和４年３月のいずれかの連続する３か月の
  町内事業所の１月当たりの平均売上高が１０万円以上

主な要件

● 事業用の燃料費、電気代、ガス料金が①と②を比べて１０％以上増加
  ①令和４年４月～１２月のいずれかの連続する３か月
  ②令和３年４月～１２月の①と同じ３か月

※ 令和3年9月30日以降に起業した場合は事業収入があることが要件

詳しくは裏面をご覧ください

申請期間
令和４年１１月１日 ～ 令和５年１月３１日

申請窓口・問い合わせ先
〒689-2392 鳥取県東伯郡琴浦町大字徳万591-2 厚生棟
琴浦町役場 商工観光課   電話：0858-52-1713 ﾌｧｸｼﾐﾘ：0858-52-1714
E-mail：syoukoukankou@town.kotoura.tottori.jp

mailto:syoukoukankou@town.kotoura.tottori.jp


２８

申請様式は町ホームページからダウンロードできます

申請書類

交付要件
次に掲げる事項をすべて満たすこと。
(１) 令和３年４月から令和４年３月までの期間の任意の連続する３か月の町内事業所の１月

あたりの平均売上高が１０万円以上あること。
(２) 令和４年４月から１２月までの期間の連続する任意の３か月の町内事業所で使用した事

業用の燃料費、電気代、ガス料金(以下「燃料費等」という。)の支払額の合計額が、前
年同期間の燃料費等の支払額の合計額と比較して１０％以上増加していること。

(３) 琴浦町内に事業所・店舗を有する中小企業者等であること。
(４) １名以上の常用雇用者がいる場合は、雇用を維持する意思があること。
(５) 町内で事業継続の意思があること。
(６) 町税等の滞納がないこと。
(７) 次のいずれにも該当しないこと。
   農業、林業、漁業を主たる事業として営む者、医療、福祉を主たる事業として営む者、
   政治団体、宗教上の組織又は団体、性風俗関連特殊営業に基づく届出を要する事業を営

む者、暴力団・暴力団員、暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い又は暴
力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者、地方公共団体が出資する法人

※ 令和３年９月３０日以降に起業した方（新規創業者）については、事業収入があり、か
つ、(３)から(７)までをすべて満たすこと。

検索琴浦町 燃油・エネルギー 交付金

・ 交付申請書兼実績報告書（様式第１号）

・ 添付書類 ※新規創業者の方については直近の売上高及び創業年月日が確認できる書類
・ 請求書（様式第４号）

交付要件（１）の町内事業所・店舗の月別の売上高が確認できる書類
法人：試算表、総勘定元帳、法人事業概況説明書（１項目及び２項目）の写しなど
個人：青色申告決算書、試算表、総勘定元帳、月別内訳書、の写しなど
   ※白色申告の場合は、年額を１２月で除した売上額を１か月あたりの売上高とし

ますが、売上台帳、帳簿等を添付して実額に基づき計算することもできます。

交付要件（２）の町内事業所・店舗の燃料費（ガソリン、灯油、軽油、重油）、電気代、
ガス料金の支払額が確認できる書類
領収書、総勘定元帳の写しなど
※個人：燃料費、電気代、ガス料金の支払額に事業用以外のものが含まれている場合は、

事業費割合が確認できる書類の写しを追加で添付してください。

交付要件（３）の町内事業所・店舗の所在地が確認できる書類
※確定申告書等で町内事業所の所在地が確認できる場合は添付を省略できます。

前期（前年）の町内事業所・店舗の年間売上高が確認できる書類
法人：法人税の確定申告書別表一と法人事業概況説明書の写し
個人：所得税確定申告書第一表の写しと所得税青色申告決算書または収支内訳書の写し

※税務署の収受日付印がない場合はe-Taxによる申告の完了報告または電子申告完
了済みであることが分かる書類の写しを添付してください。 

交付金の振込先口座の通帳の表面と見開き１ページ目の写し 

申請書類チェックシート

新規創業者：税務署の収受日付印のある個人事業開業届出または全部事項証明書の写し


